
第146回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

神奈川中央交通株式会社
「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、
当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.kanachu.co.jp/kanachu/ir/）に掲載すること
により株主の皆さまに提供しております。

表紙



連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
・連結子会社の数　　　　　　　20社
・主要な連結子会社の名称　　　神奈中タクシー株式会社

株式会社神奈中スポーツデザイン
株式会社神奈中商事
神奈川三菱ふそう自動車販売株式会社

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の数及び名称

・持分法適用の関連会社数　　　２社
・会社等の名称　　　　　　　　大山観光電鉄株式会社

株式会社小田急保険サービス
②　持分法を適用しない関連会社の名称等

・会社等の名称　　　　　　　　株式会社朋栄
・持分法を適用していない理由　　株式会社朋栄は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ
重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券 　償却原価法を採用しております。
・その他有価証券

時価のあるもの 　連結会計年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

時価のないもの 　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・分譲土地建物 　個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
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・その他のたな卸資産 　主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

②　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
　1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法、その他の固定資産については、10社が定率法、１社が定
率法・定額法の併用、９社が定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリー
ス資産

　リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

③　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に
基づき計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及び連結子会社５社
が内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．繰延資産の処理方法

　社債発行費 　支出時に全額費用計上しております。
ロ．ヘッジ会計の処理

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ
いては特例処理を採用しております。

ハ．退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務か
ら年金資産を控除した額を計上しております。過去勤務費用については、その発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による定額法により費用処理し、数理計算上の差異につ
いては、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。未認識過
去勤務費用及び未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ
の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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ニ．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑤　のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

３．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」及び「受取補償
金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしました。また、前連結
会計年度において、区分掲記していた「営業外収益」の「総合福祉団体定期保険金」は、重要性が乏し
いため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示することとしました。

　前連結会計年度において、区分掲記していた「営業外費用」の「総合福祉団体定期保険料」は、金額
的重要性が乏しいため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表示することとしま
した。

５．会計上の見積りの変更に関する注記
　該当事項はありません。

６．誤謬の訂正に関する注記
　該当事項はありません。
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７．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　財団抵当
建物及び構築物 396百万円
車両及び運搬具 ０百万円
土地 10,735百万円

計 11,131百万円
上記に対応する債務

長期借入金（財団抵当借入金）
（１年内の返済予定額を含む） 500百万円

②　その他
商品及び製品 554百万円
建物及び構築物 4,333百万円
土地 6,811百万円
投資有価証券 14百万円

計 11,714百万円
上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 661百万円
短期借入金 4,513百万円
長期借入金（１年内の返済予定額を含む） 3,380百万円
長期預り保証金 1,165百万円
固定負債「その他」 1,107百万円

計 10,828百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 102,318百万円
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８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式(千株) 12,600 － － 12,600

⑵　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式(千株) 327 0 － 328

（注）　普通株式の自己株式数は単元未満株式の買取により57株増加しております。

⑶　配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力

発 生 日
2 0 1 9 年  6 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 276百万円 22.50円 2019年

 3月31日
2019年

 6月28日
2 0 1 9 年 1 0 月 3 0 日
取 締 役 会 普 通 株 式 245百万円 20.00円 2019年

 9月30日
2019年

11月21日
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

配 当 の
原 資

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力

発 生 日
2 0 2 0 年  6 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会

普 通
株 式 245百万円 利 益

剰 余 金 20.00円 2020年
 3月31日

2020年
 6月29日
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９．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループの資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達は、市場環境や金
利動向等を総合的に勘案の上、借入金及び社債等により行っております。
　デリバティブ取引は、借入金の金利及び商品（燃料）の市場相場変動リスク等を回避するために利
用し、投機的な取引は行わない方針です。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し
ては、主に各事業部門において取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残
高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投
資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業務上の関係を有する企業の株式等で
あり、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
　借入金及び社債は、主に設備投資及び運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、
金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、当該リスクを回避
し支払利息及び返済金額の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取
引）をヘッジ手段として利用しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、ま
た、デリバティブの利用に当たっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ
取引を行っております。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰計画を作成するな
どの方法により管理しております。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額(＊) 時価(＊) 差額

①現金及び預金 2,391 2,391 －

②受取手形及び売掛金 9,782 9,782 －

③投資有価証券 16,586 16,588 1

④支払手形及び買掛金 (7,429) (7,429) －

⑤短期借入金 (14,569) (14,569) －

⑥社債 (15,000) (14,855) △144

⑦長期借入金 (17,239) (17,156) △82

⑧長期預り保証金 (4,887) (4,909) 21

⑨デリバティブ取引 (401) (401) －
（＊）負債に計上されているものについては、(　）で示しております。
（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

①　現金及び預金、並びに ②　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

③　投資有価証券
　投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取
引金融機関から提示された価格によっております。

④　支払手形及び買掛金、並びに ⑤　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑥　社債、並びに ⑦　長期借入金
　社債、並びに長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

⑧　長期預り保証金
　長期預り保証金の時価については、契約により返済期間が見積もられるものについては、その将
来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現
在価値により算定しております。
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⑨　デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑦参照）。ま
た、オイルアベレージスワップは、取引金融機関から提示された価格によっております。

（注2） 非上場株式（連結貸借対照表計上額539百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③
投資有価証券」には含めておりません。

（注3） 賃料の前受に当たるもの（連結貸借対照表計上額7百万円）については、その性質上金融商品の
時価開示の対象外のため、「⑧長期預り保証金」には含めておりません。
　また、契約により返済期間が定められていないもの（連結貸借対照表計上額417百万円）につい
ては、実質的な預託期間を算定することが困難であることから、「⑧長期預り保証金」には含めて
おりません。
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10．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、神奈川県その他の地域において、店舗・商業施設等（土地を含む。）
を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

35,482 53,521
（注1） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。
（注2） 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額または、適切に市場

価格を反映していると考えられる指標に基づく金額によっております。

11．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 4,557円04銭
⑵　１株当たり当期純利益 166円61銭

12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13．その他の注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法を採用しております。
ロ．子会社及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ハ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
用しております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．分譲土地建物　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

ロ．商品及び貯蔵品　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
　ただし、書籍・CD類については、売価還元法による原価法（貸
借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　ただし、不動産賃貸事業、ホテル事業の有形固定資産、「車両及
び運搬具」のうちバス車両、1998年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備、構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。
③　リース資産

所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリー
ス資産

　リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込
額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職
給付債務の見込額に基づき計上しております。過去勤務費用につ
いては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（11年）による定額法により費用処理しております。数理計算上
の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により翌事業年度から費用処理
することとしております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　ヘッジ会計の処理

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして
おりますので、特例処理を採用しております。

②　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

３．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。
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５．会計上の見積りの変更に関する注記
　該当事項はありません。

６．誤謬の訂正に関する注記
　該当事項はありません。

７．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

① 財団抵当
建物 396百万円
車両及び運搬具 0百万円
土地 10,735百万円

計 11,131百万円
上記に対応する債務

財団抵当借入金（１年内の返済予定額を含む） 500百万円
② その他

建物 2,089百万円
土地 3,930百万円

計 6,019百万円
上記に対応する債務

短期借入金 2,792百万円
長期借入金（１年内の返済予定額を含む） 2,408百万円
長期預り敷金 954百万円
長期預り保証金 3,803百万円
固定負債「その他」 152百万円

計 10,111百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 83,219百万円
⑶　関係会社に対する金銭債権及び債務

① 短期金銭債権 292百万円
② 長期金銭債権 2,228百万円
③ 短期金銭債務 5,327百万円
④ 長期金銭債務 1,336百万円
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８．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

① 営業取引による取引高
売上高 1,781百万円
仕入高 20,643百万円

② 営業取引以外の取引による取引高 2,610百万円

９．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　普通株式 328,038株

10．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
　退職給付引当金損金算入限度超過額 423百万円
　減損損失 378百万円
　賞与引当金損金算入限度超過額 266百万円
　投資有価証券評価損 244百万円
　資産除去債務 156百万円
　繰延ヘッジ損益 122百万円
　未払費用 79百万円
　その他 245百万円
繰延税金資産小計 1,917百万円
評価性引当額 △447百万円
繰延税金資産合計 1,469百万円

（繰延税金負債）
　その他有価証券評価差額金 △1,973百万円
　退職一時金信託設定益 △1,604百万円
　土地収用等圧縮積立金 △191百万円
　資産除去債務に対応する除去費用 △64百万円
繰延税金負債合計 △3,833百万円
繰延税金負債の純額 △2,363百万円
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11．リース取引に関する注記
オペレーティング・リース取引

⑴　借主側
　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 23百万円
１年超 52百万円

合計 76百万円
⑵　貸主側

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年内 223百万円
１年超 959百万円

合計 1,183百万円
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12．関連当事者との取引に関する注記
属 性 会社等の名称 議決権等の所有

(被所有)割合(％)
関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(百 万 円 ) 科目 期 末 残 高
(百 万 円 )

そ の 他 の
関 係 会 社 小 田 急 電 鉄 ㈱

被所有
直接 45.49
間接 0.05

当 社 が バ ス 輸 送
を受託、不動産の
賃貸借

不 動 産 賃 借 等 20 売 掛 金 3
不 動 産 賃 貸 407 前 払 費 用 1
バ ス 輸 送 受 託 5 敷金及び保証金 14
その他の事業売上 4 立 替 金 0
業 務 委 託 料 12 未 払 金 0

― － 前 受 収 益 36
― － 長 期 預 り 敷 金 1,200

子 会 社

神奈川中央交通東㈱ 所有
直接 100.00

当社が乗合事業の
運行を委託

不 動 産 賃 貸 161 売 掛 金 9
自 動 車 事 業 売 上 等 100 未 収 入 金 39
業 務 委 託 料 等 6,939 流動資産「その他」 42

― － 買 掛 金 163
― － 未 払 金 42
― － 未 払 費 用 586
― － 預 り 金 2
― － 前 受 収 益 15

神奈川中央交通西㈱ 所有
直接 100.00

当社が乗合事業の
運行を委託

不 動 産 賃 貸 107 売 掛 金 7
自 動 車 事 業 売 上 等 101 未 収 入 金 6
業 務 委 託 料 等 5,288 流動資産「その他」 30

― － 買 掛 金 123
― － 未 払 金 25
― － 未 払 費 用 384
― － 預 り 金 3
― － 前 受 収 益 11

㈱ 神 奈 中 商 事 所有
直接 100.00

当社が燃料・車両
部品等を購入

不 動 産 賃 貸 等 76 売 掛 金 15
燃料・車両部品等の購入 6,494 未 収 入 金 13
廃車車両の売却 49 前 払 費 用 0

― － 流動資産「その他」 0
― － 買 掛 金 489
― － 短期リース債務 60
― － 未 払 金 206
― － 預 り 金 12
― － 前 受 収 益 5
― － 長期リース債務 324
― － 長 期 前 受 収 益 23
― － 長 期 預 り 敷 金 25

神奈川三菱ふそう
自 動 車 販 売 ㈱

所有
直接 53.08 当社が車両を購入

車 両 等 の 購 入 3,020 売 掛 金 12
廃車車両の売却 3 未 収 入 金 0
その他の事業売上等 14 買 掛 金 14

― － 短期リース債務 741
― － 未 払 金 153
― － 前 受 収 益 0
― － 長期リース債務 3,938

㈱神奈中アカウン
ティングサービス

所有
直接 100.00 資金の借入、業務委託

資 金 の 借 入 3,325 未 収 入 金 0
支 払 利 息 26 買 掛 金 0
業 務 委 託 料 69 短 期 借 入 金 2,502
その他の事業売上等 2 未 払 金 6

（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

⑴　不動産賃料､ バス輸送の代金及び不動産賃貸借による敷金保証金等については､ その都度交渉の上､ 一般取引条件と同様
に決定しております。

⑵　車両及び燃料・車両部品等の購入については、市場価格を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。
⑶　利息については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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13．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 3,094円22銭
⑵　１株当たり当期純利益 156円50銭

14．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

15．連結配当規制適用会社に関する注記
該当事項はありません。

16．その他の注記
該当事項はありません。
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